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 敦賀市樫曲地区の中池見湿地山麓を通過する一般国道８号敦賀バイパスでは，軟弱な腐食土

層が分布するため盛土の沈下が生じている．過年度の地下水調査で，盛土基部の砕石層を通過

して山地から湿地への地下水流入を確認しており，地下水流の阻害・汚染等の水環境負荷が小

さい沈下対策工法を検討した．路面高の経年変化と地質調査結果から沈下が収束傾向にあるこ

とを確認できたため，沈下対策として，既設のオーバーレイアスファルトを撤去し軽量材に置

き換える舗装改良工法を選定し，工事費の縮減と地下構造改変・水汚濁等の課題を回避した．  
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１．はじめに 
 
 一般国道８号敦賀バイパスの樫曲地区は、中池見湿地

の山麓部を盛土構造で通過している(図-1)．湿地表層部

には腐植土が分布するため建設時から沈下が生じ，沈下

抑制に軽量材（EPS）を用いた盛土構造で対策して供用

を開始したが，供用開始後３年間で10～20cm程度の沈下

が発生し，その後も沈下が継続して横断函渠接続部に不

陸が生じる等，対策が求められている．一方，中池見湿

地は，平成24年に越前加賀海岸国定公園に編入されると

ともにラムサール条約にも登録され，湿地環境の保護が

強く求められている．また，過年度の地下流水調査によ

り，盛土基部の砕石層から山腹の沢水が湿地に供給され

ていることが確認され，道路盛土が水流を阻害していな

いことが判明した．このため，地下水流の阻害・汚濁等

の湿地への負荷が小さく，沈下や函渠部の不陸発生に留

意した対策工法の設計・施工について報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 位置図 

２．検討内容 
 
 まず，今後の盛土沈下量の把握を目的に，沈下に関す

る既往データを整理するとともに，現時点の路面高度を

測量して，沈下量の経年変化を整理した．あわせて，地

質調査・土質試験により，腐植土層の層厚・密度・自然

含水比・圧密降伏応力について建設時からの変化を確認

し，腐植土層が過圧密状態にあることを明確にした．こ

れらの調査・整理結果に基づき，将来の沈下速度・沈下

量を予測し，沈下対策工法を設定した． 
 
 

３．路面高の経年変化 
 
(1)   沈下の経緯 
・平成元年７月から盛土開始 

 ⇒ 平成２年～３年で最大３ｍ以上の沈下発生 

 ⇒ 対策工を検討し，ＥＰＳを用いた軽量盛土に変更 

・平成８年３月に供用開始（暫定２車線） 

⇒平成11年までに、最大20cm程度の沈下発生(図-2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-2 供用開始後の沈下曲線 
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(2)   供用開始後の路面高の変化 
 平成20年３月の測量では最大40cm弱程度の路面高の沈

下であった．ただし，平成23年12月の測量では平成20年

の結果から沈下は大きく進行していなかった(図-2)． 

 
 

４．地質調査結果 
 
沖積腐植土層（Ap1）の層厚は，建設時から約1m圧密

されていた（図-3参照）．また，腐植土層の圧密降伏応

力が，EPS工法対策前から2倍程度に増大し，現上載圧

を上回っていることを確認した(図-4、表-2)．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-4 圧密降伏応力の深度分布 

 表-1 腐植土層の物理特性の対比表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-2 腐植土層の圧密特性の対比表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．将来沈下量の予測 
 
(1)   沈下量の予測式 
現況盛土地盤下に分布する腐植土層（Pt）は，圧密の

進行によって圧密降伏応力（Pc）が増加し，過圧密土で

あることが今回の圧密試験結果より明らかとなった．過

圧密領域での腐植土層の沈下量について，「泥炭性軟弱

地盤対策工マニュアル(平成23年3月)独立行政法人土木

研究所寒地土木研究所」（以下：マニュアル）の，過圧

密化された泥炭性軟弱地盤に対する沈下量の算定方法が
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ある． 

 これによると、過圧密化された泥炭性軟弱地盤の二次

圧密沈下量Ss は，下記の式で計算する。 

)/log(1 tstHCaiSs                       (1) 

CaRCai                                         (2) 

(%)0043.03.3 WnCa                          (3) 

)/()( PePoPsPePoOCR               (4) 

ここに， 
Ss ：残留沈下量(cm) 

Cai ：過圧密化した場合の二次圧密係数(%) 
1H ：圧密層厚(cm) 
t ：残留沈下量を計算する時間 

ts ：二次圧密が始まる時間 
Ca  ：サーチャージを行わない場合の二次圧密係数(%) 
Wn ：泥炭の自然含水比(%) 

R  ：二次圧密係数の低減率であり，式(4)で定義され

る過圧密比OCR と図-5から決定する． 
Po ：初期有効土被り圧(kN/m2) 
Pe ：サーチャージ撤去後の盛土による応力(kN/m2) 
Ps：撤去されるサーチャージ盛土による応力(kN/m2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1)図-5 過圧密比と二次圧密低減係数の低減率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2)   沈下量の計算 
沈下量の計算は，建設時の調査・計測やその後の軟弱

地盤解析結果との対比が可能で，土質調査による地盤条

件が明確なNo102（EPS施工地盤）地点を代表させた． 

また，腐植土層の過圧密比は，残留沈下量が過小評価

とならないよう，腐植土層のPcと有効上載圧の関係より，

過圧密比：OCRmin=1.1を代表させ安全側に評価(残留沈

下量を大きく見積もる方向)した． 

あわせて，含水比最大のWn＝449.9％を用いた場合と，

No105地点（H23-Br-2）の含水比・層厚を用いて沈下量

を計算した結果を下表-3、4に示す． 

 

表-3 腐植土層の二次圧密係数Caiの計算結果 

 

 

 

 

 

 

表-4 長期残留沈下量の計算結果 

 

 

 

 

 

 

 

この結果を，供用後の沈下曲線に加筆して整理したも

のを図-6に示す． 

将来の沈下量は，５年で2cm程度，10年でも3～4cm程

度以下と小さく，また，平成20年3月～平成23年12月の

約４年間の沈下量と推定曲線はほぼ一致している． 
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６．沈下対策工の検討 
 
(1)   沈下対策工の判断 
対象地のような腐植土等が分布する軟弱地盤では長期

的に沈下が継続するので，今後の沈下量を踏まえ，沈下

対策工事費と将来的な維持管理等を総合的に判断して沈

下対策の要否を判断する必要がある． 

そのため，今後の沈下量について「泥炭性軟弱地盤対

策工マニュアル(平成23年3月)独立行政法人土木研究所

寒地土木研究所」に準拠し，許容残留沈下量の目標値と

比較して対策工法を判定した．上記マニュアルによると，

許容残留沈下量の目標値は表-5のようである． 

 

表-5 残留沈下量の目標値 

 

 

 

 

 

許容値は３年間沈下量で30cm程度以下，橋梁等の構造

物との接続盛土部で10cm程度以下となっており，検討結

果による将来沈下量は，前記のように５年で２cm程度と

十分に小さい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)   沈下対策工の比較 
今後の沈下量が許容沈下量以下であったため，将来の

維持管理費について，沈下対策工を実施した場合と実施

しない場合について概算し，LCCを踏まえて，対策工法

を判断した．前記マニュアルによると，維持修繕の要否

判断は表-6のようである． 

 

表-6 維持修繕要否判断の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 沈下検討結果では，10年後の沈下予測量で33mm程度で

あり，10年に一回程度の舗装修繕で対応可能となる． 

 このことを踏まえ，①軟弱地盤改良工と、②盛土改良

工の２案について，環境面や施工性・経済性から，沈下

対策工法を比較した． 

 その結果，腐植土層への施工が無く地下水流への影響

がほとんど無く，経済性にも優れる②盛土改良工を対策

工法に選定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許容残留沈下量
の目標値

摘　要

市街地 10cm程度

郊外地 30cm程度

10cm程度

10cm程度

高規格盛土区間

橋梁等の構造物との接続盛土部

供用開始後
３年間の沈下量

一般盛土区間

区　　間

道路の

種類

20 30

8ｍプロファイル
90（PrI)

3ｍプロファイル
3.5（σ）

20

30 40
3ｍプロファイル

3.5（σ）
30～40

30 ― ― 40～50

縦断方向の凹凸

（mm）

ひび割れ率

（%）

段差（mm）項目

交通量の多い
一般道路

交通量の少ない
一般道路

自動車専用道路

橋 函渠

表-7 沈下対策工法比較表 

図-7 盛土改良工標準図 

 

盛土改良工標準図 

既設 EPS ブロック 

対策工法 工法概要 経済性 施工性

【工事中】腐植土層に施工し
ないので，地下水への影響は
無いが，濁水等の処理策は必
要になる．
【供用後】腐植土層に施工し
ないので，地下水流動は現況
環境から変化は生じない．

環境面

【工事中】礫置換層の施工に
は締切工が必要で，地下水流
動確保が必要になる．
また，濁水等の処理策も必要
になる．
【供用後】改良杭による地下
水流動の変化に注意が必要に
なる．

軟弱地盤改良工

盛土改良工

　軟弱地盤を深層混合処
理工等で改良・強化し，
将来沈下量を抑制する．
　地下水流動保全に，礫
置換層を設ける．

　沈下した路面形状を所
定の高さに復旧する．こ
の際，舗装オーバーレイ
の重量部を撤去して，EPS
等の軽量盛土材に置き換
えることで重量軽減し，
今後の沈下軽減を図る．

　盛土の全面改築のた
め迂回路が必要で，大
規模工事になる．
施工時に仮締切が必要
で，地下水流動確保策
が必要になる．

　路面上のみの施工の
ため一車線規制での施
工が可能であり，施工
規模は小さい．

198百万円
(直接工事費)

76百万円
(直接工事費) 
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７．沈下対策工の施工 

 ６．（２）のとおり、地下水流への影響が少ない盛土

改良工であるＥＰＳ工法を選定した。 

 

        ・バックホウ及び人力にて敷砂を敷均

し 

        ・大型トラックにて押型発砲難燃性材

料を搬入し、人力で設置し、取り

付け金具で接続を行う 

 

 

        ・溶接金網を設置し、スペーサーを配

置  

        ・施工箇所の打設 

 

 

        ・金鏝で表面を均し、ほうき目に仕上

げ 

 

 

        ・養生マットで覆い、適度に散水し 

湿潤状態で養生 

 

 

８．今後の課題 

  現時点で沈下は収束に向かっているが、対象地は腐植

土が分布する軟弱地盤であるため長期的に沈下継続する

ことも想定される。また、延長全体の沈下量だけでなく

EPS工法で施工した区間において交通の妨げになる局所

的な高低差等に注意をはらう必要がある。 

今後は、舗装傷み等の日常管理も踏まえ、引続き沈下

測量を継続していく必要がある。 
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